
 

 

（１）島根が目指す将来像 

オール島根で島根創生を進めるうえでの理想を共有するため、島根の目指す将来像を

次のように描きます。 

 

人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根 

 
若者が増え、次代を担う子どもたちが増えることで活気にあふれ、 

県民一人ひとりが愛着と誇りを持って幸せに暮らし続けられる島根 

 

人口減少に打ち勝ち 

当面の間、人口減少は続くものの、産業の活性化により所得が向上し、魅力的な仕事
が増えることで、島根に残る若者、戻る若者、移ってくる若者が増える。 

また、働きやすく子育てしやすい環境により、若者たちが結婚しよう、子どもを育て
ようという希望を持ちやすくなり、またその希望をかなえることができる。 

そうして、若者と子どもが増えることで、人口減少に歯止めがかかり、まちには活気
があふれている。 

 

笑顔で暮らせる島根 
中山間地域・離島においても必要な産業や生活機能が維持されており、都市部とも補

完し合いながら、誰もが住み慣れた場所で住み続けることができる。 
また、医療や教育などのサービス、道路や交通手段などの社会インフラが確保されて

おり、子どもから高齢者まで、安心して暮らせる環境がある。 
そうして、誰もが自分らしい人生を送ることができ、島根に生まれてよかった、島根

に住んでよかった、と思いながら、笑顔で暮らしている。 

 

（２）計画の構成 

目指す将来像を実現するために県が実施する対策の３つの柱、８つの基本目標 

 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 

 

  

１．島 根 創 生 計 画［第２期］（2025-2029 年度） 

Ⅰ 
結婚・出産・子育て 

の希望をかなえる 
Ⅱ 

地域を守り、のばす Ⅲ 

活力ある産業を 

つくる 

島根を創る人を 

ふやす 
Ⅳ 

健やかな暮らしを 

支える 
Ⅴ 

心豊かな 

社会をつくる 
Ⅵ 

暮らしの基盤を 

支える 
Ⅶ 

安全安心な 

暮らしを守る 
Ⅷ 

第１編 

人口減少に打ち勝つための総合戦略 

第２編 
生活を支えるサービス

の充実 

第３編 
安全安心な県土づくり 
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（３）計画の体系 
  

県が実施する対策
柱 政　　策 施　　策

１　魅力ある農林水産業づくり ⑴ 農業の振興

⑵ 林業の振興

⑶ 水産業の振興
２　力強い地域産業づくり ⑴ ものづくり・ＩＴ産業の振興

⑵ 観光の振興
⑶ 地域資源を活かした産業の振興

⑷ 成長を支える経営基盤づくり

⑸ 産業の高度化の推進
３　人材の確保・育成 ⑴ 多様な就業の支援

⑵ 働きやすい職場づくりと人材育成
結婚・出産・子育て １　結婚・出産・子育てへの支援 ⑴ 結婚への支援
の希望をかなえる ⑵ 妊娠・出産・子育てへの支援

⑴ 小さな拠点づくり

⑵ 持続可能な農山漁村の確立

⑴ 牽引力のある都市部の発展

⑵ 世界に誇る地域資源の活用
３　地域の経済的自立の促進 ⑴ 稼げるまちづくり

⑵ 地域内経済の好循環の創出
４　地域振興を支えるインフラの整備 ⑴ 高速道路等の整備促進

⑵ 空港・港湾の機能強化と利用促進

⑶ 産業インフラの整備促進

⑷ ＩＣＴ・デジタル化の推進

５　地域の生活基盤を支える人材の確保 ⑴ 地域生活交通を担う人材の確保

⑵ 医療・介護・福祉サービスを担う人材の確保

⑶ 道路等のインフラの整備や維持管理を担う人材の確保

１　島根を愛する人づくり ⑴ 学校と地域の協働による人づくり

⑵ 地域で活躍する人づくり

⑶ 地域を担う人づくり

⑷ 島根かみあり国スポ・全スポに向けた人づくり

２　新しい人の流れづくり ⑴ しまねの「暮らし」や「魅力」の情報発信

⑵ 若者の県内就職の促進
⑶ Ｕターン・Ｉターンの促進

⑷ 関係人口の拡大

３　女性活躍の推進 ⑴ あらゆる分野での活躍推進

⑵ 安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり

１　保健・医療・介護の充実 ⑴ 健康づくりの推進
⑵ 医療の確保

⑶ 介護の充実

２　地域共生社会の実現 ⑴ 地域福祉の推進

⑵ 高齢者の活躍推進

⑶ 障がい者の自立支援

⑷ 子育て福祉の充実
⑸ 生活援護の確保

１　教育の充実 ⑴ 発達の段階に応じた教育の振興

⑵ 学びに向かう力と人間性を高める教育の推進

⑶ 学びを支える教育環境の整備

⑷ 青少年の健全な育成の推進
⑸ 高等教育の推進

⑹ 社会教育の推進

２　スポーツ・文化芸術の振興 ⑴ スポーツの振興

⑵ 文化芸術の振興

⑴ 人権施策の推進

⑵ 男女共同参画の推進
⑶ 国際交流と多文化共生の推進

４　自然、歴史・文化の保全と活用 ⑴ 豊かな自然環境の保全と活用

⑵ 文化財の保存・継承と活用

１　生活基盤の確保 ⑴ 道路網の整備と維持管理

⑵ 地域生活交通の確保
⑶ 上下水道の整備と維持管理

⑷ 竹島の領土権確立

２　生活環境の保全 ⑴ 快適な居住環境づくり

⑵ 環境の保全と活用

１　防災対策の推進 ⑴ 災害に強い県土づくり

⑵ 危機管理体制の充実・強化
⑶ 防災・減災対策の推進

⑷ 原子力安全・防災対策の充実・強化

⑴ 食の安全・生活衛生の確保

⑵ 安全で安心な消費生活の確保

⑶ 交通安全対策の推進
⑷ 治安対策の推進
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目指す将来像

人口減少に打ち勝ち、笑顔で暮らせる島根

基本目標

１　中山間地域・離島の暮らしの確保

２　地域の強みを活かした圏域の発展

２　安全な日常生活の確保

３　人権の尊重と相互理解の促進

Ⅶ 暮らしの基盤を支える

Ⅷ 安全安心な暮らしを守る
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492,402,590 471,964,796 20,437,794 4.3

80,236,337 78,775,380 1,460,957 1.9

事 業 費 2,832,398 2,718,427 113,971 4.2

一般財源 2,487,582 2,412,316 75,266 3.1

事 業 費 1,146,185 1,144,016 2,169 0.2

一般財源 965,633 951,184 14,449 1.5

事 業 費 11,277,834 11,549,634 ▲ 271,800 ▲ 2.4

一般財源 7,310,551 7,431,789 ▲ 121,238 ▲ 1.6

事 業 費 21,957,521 21,438,044 519,477 2.4

一般財源 20,536,680 20,022,674 514,006 2.6

事 業 費 14,930,103 15,612,131 ▲ 682,028 ▲ 4.4

一般財源 13,738,805 14,054,108 ▲ 315,303 ▲ 2.2

事 業 費 4,863,295 3,420,720 1,442,575 42.2

一般財源 2,454,888 2,201,363 253,525 11.5

事 業 費 10,408,340 10,148,051 260,289 2.6

一般財源 9,846,665 9,600,219 246,446 2.6

事 業 費 11,911,964 11,450,201 461,763 4.0

一般財源 9,833,894 9,330,307 503,587 5.4

事 業 費 908,697 1,294,156 ▲ 385,459 ▲ 29.8

一般財源 710,272 1,113,195 ▲ 402,923 ▲ 36.2

事 業 費 80,236,337 78,775,380 1,460,957 1.9

一般財源 67,884,970 67,117,155 767,815 1.1

事 業 費 283,761 285,907 ▲ 2,146 ▲ 0.8

一般財源 0 0 0 0.0

事 業 費 60,086,094 61,061,070 ▲ 974,976 ▲ 1.6

一般財源 0 0 0 0.0

事 業 費 430,933 389,109 41,824 10.7

一般財源 0 0 0 0.0

２．令和８(2026)年度当初予算の概要

（単位：千円、％）

子 ど も ・ 子 育 て
支 援 課

青 少 年 家 庭 課

障 が い 福 祉 課

高 齢 者 福 祉 課

島根県母子父子寡婦
福 祉 資 金 特 別 会 計

健 康 福 祉 部 計

増減率増減額会　計　名 区　　分

島 根 県立島 根あ さひ
社会復帰促進センター
診 療 所 特 別 会 計

令和7年度
当初予算額

島 根 県国民 健康 保険
特 別 会 計

令和8年度
当初予算額

薬 事 衛 生 課

健 康 推 進 課

医 療 政 策 課

増減額

増減額

令和7年度
当初予算額

課　　　名

地 域 福 祉 課

令和8年度
当初予算額

令和8年度
当初予算額

（単位：千円、％）

（単位：千円、％）

（１）一般会計

 　①県全体の状況

 　②健康福祉部課別の状況

（２）特別会計

う ち 健 康 福 祉 部

健 康 福 祉 総 務 課

増減率

区　　分

区　　　　　　　　分

県 予 算

令和7年度
当初予算額

増減率
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３．令和８（2026）年度 課別主要事業 

 
 

 

地域福祉課        ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

 医療政策課        ・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 

 健康推進課        ・・・・・・・・・・・・・・・・・  15 

 高齢者福祉課       ・・・・・・・・・・・・・・・・・  21 

 青少年家庭課       ・・・・・・・・・・・・・・・・・  25 

 子ども・子育て支援課   ・・・・・・・・・・・・・・・・・  29 

 障がい福祉課       ・・・・・・・・・・・・・・・・・  33 

 薬事衛生課        ・・・・・・・・・・・・・・・・・  39 

 
 
 

注１ 予算額は、Ｒ８年度当初予算（Ｒ７年度補正予算を含む場合は内数で表示） 

注２ 予算額の後の（ ）は、Ｒ７年度当初予算 
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主要事業の概要（地域福祉課関係） 

 

 １ 生活困窮者支援・子どものセーフティネット推進費                            41,236 千円（41,180千円） 

◆ 「生活困窮者自立支援法」に基づく相談支援事業の質の確保・向上や、経済的生活困窮世帯の自立の促進に向けた体制を整備 

⑴ 相談支援に従事する職員に対する研修の充実 

⑵ 自立相談支援機関の職員体制を強化する市町村に対し、人件費の一部を助成 

⑶ 市町村が行う「子どもの学習・生活支援事業」の拡大に向け、先進事例の紹介による普及啓発と人件費等の一部を助成 

 

◆ 貧困世帯等の子どもと保護者の孤立化を防ぐため、相談窓口の周知や地域での支え合いの仕組みづくりを推進 

⑴ ＳＮＳを活用し、支援制度の周知や相談支援へのつなぎを推進 

⑵ 子ども食堂の開設・運営やネットワーク化を支援 

    

 ２ 民生委員活動推進事業                                              130,983 千円（132,648 千円） 

◆ 民生委員・児童委員活動を支えレベルアップを図るため、活動費の支給や研修機会の提供、活動を周知 

  ⑴ 法定単位民生児童委員協議会活動費補助 

各民生委員・児童委員が連携を図りながら一体的な活動を行うための基盤である法定単位民生児童委員協議会へ活動費を 

補助 

  ⑵ 民生委員活動費 

    民生委員・児童委員の活動費を支給 

  ⑶ 民生委員研修 

民生委員・児童委員の資質向上を図るため、民生委員・児童委員経験別研修を実施 
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 ３ 地域福祉セーフティネット推進事業                                           17,872 千円（17,537千円） 

◆ すべての県民が住み慣れた地域で生活できるよう、また身近な生活区域で必要な福祉サービスを受けられるように、またお互い

の支え合いや見守りなどの支援により、安心して暮らしていける仕組みづくりを推進 

  ⑴ コミュニティソーシャルワーカーの研修 

  ⑵ 地域の福祉教育の推進 

⑶ ボランティアセンターの運営支援 

 

 ４ 再犯防止等推進事業                                             33,457 千円（32,484千円） 

◆ 「再犯防止等の推進に関する法律」に基づき、地域における効果的な再犯防止対策を推進することにより、県民が安全・安心に 

暮らすことのできる社会を実現 

⑴ 更生支援コーディネーターの養成・派遣 

⑵ 再犯防止推進計画の進捗管理 

◆ 被疑者・被告人や矯正施設入所者のうち、高齢又は障がいを抱え、釈放後又は退所後も親族等の引受先がない者に対し、保護観 

察所等関係機関と連携を図りながら、速やかに適切な福祉サービスを受けられるよう支援 

⑴ 島根県地域生活定着支援センターの設置 

 

 ５ 保護施設等への物価高騰対策支援事業                                  11,005 千円（3,576千円） 

うち補正 11,005 千円 

◆ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている保護施設等を支援 

⑴ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている保護施設等に対して、光熱費及び食材料費を支援 

拡⑵ エネルギー価格高騰の影響を受けている保護施設等が取り組むエネルギーコスト削減効果が高い設備投資等への支援につい

て、助成上限額を引き上げた上で、既に支援を活用した保護施設等も含め、改めて支援 

［負担割合］県 1/2・事業者 1/2                             

    ［助成額］20～200万円 → 20～300 万円 
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 ６ 低所得世帯への物価高騰対策支援事業                                2,316,958 千円（0千円） 

                                                                         うち補正 2,316,958 千円 

新◆ 物価高騰による家計への影響が大きい低所得世帯を支援するため、世帯全員の住民税が非課税である世帯主に３万円を支給す

る市町村に対し、補助金を交付 

［補助対象経費］給付金：１世帯３万円  市町村事務費：１世帯×2,500 円 

［補助割合］県 10/10 
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主要事業の概要（医療政策課関係） 
 

※《 》は医療介護総合確保基金計画事業で内数 

 

 １ 地域医療を支える医師確保養成対策事業                             1,478,001千円（1,198,878千円） 

                                                 《内 669,905千円》（《内 645,083千円》） 

                                             うち補正112,800千円 

◆ 依然続く医師不足の状況を踏まえ、即戦力となる医師の確保や、総合診療医をはじめとする地域医療を担う医師の養成対策を実施する。 

⑴ 現役の医師を『呼ぶ』対策                                                           255,129千円 

《内 5,700千円》 

① 県外医師等の招へい                                                           うち補正16,000千円 

② 地域勤務のための医師の研修 

③ 病院総合医の確保 

⑵ 地域医療を担う医師を『育てる』対策                                                709,276千円 

                                                                                        《内536,094千円》 

① 自治医科大学運営費負担 

② 医学生向け奨学金貸与 

・ 島根大学  

地域枠（推薦）          １０名（Ｒ８新規貸与枠） 

緊急医師確保対策枠（推薦）    ９名（   〃   ） 

県内定着枠（一般選抜）      ３名（   〃   ） 

・ 鳥取大学 島根県枠           ５名（   〃   ） 

・ 全国大学枠               ５名（   〃   ） 

・ 自治医科大学              ３名（   〃   ） 

③ 産婦人科等研修医向け研修資金の貸与    ４名（Ｒ８新規貸与枠） 
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④ 島根大学医学部等における医師の養成を支援 

・ 島根大学医学部に寄附講座を設置 

・ 鳥取大学医学部の研修・教育環境整備の支援 

⑤ 一般社団法人しまね地域医療支援センターの運営 

⑥ 総合診療医の人材確保・育成を支援 

⑶ 地域勤務医師を『助ける』対策                                            513,596千円 

                                                                              《内 128,111千円》 

① 県立病院からの代診医派遣                                                       うち補正96,800千円 

② 勤務環境改善等の財政支援 

③ 周産期医療体制確保のための医師の処遇改善（分娩業務手当等の助成） 

④ 医師確保計画を推進するための取組を支援 

⑤ 重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業を支援 

新⑥ 重点医師偏在対策支援区域における医療機関の勤務・生活環境の改善を支援 

 

 ２ 看護職員等確保対策事業                                     717,088千円（668,624千円） 

                                                   《内314,760千円》（《内248,035千円》） 

◆ 必要な医療提供体制を確保するため、看護職員の確保対策を実施するとともに、各種研修事業の充実により、看護職員の資質向上を図る。 

⑴ 県内進学促進                                       420,034千円 

                                                                              《内91,263千円》 

① 県立高等看護学院（松江・石見）において看護師を養成 

② 民間看護師等養成所の支援 

    ・ 看護師養成所３施設、准看護師養成所１施設の運営費支援 

    ・ 県西部の看護師養成所を支援 

⑵ 県内就業促進                                                        85,394千円 

                                                                            《内49,600千円》 

① 県内の病院等への就職促進を目的として看護学生等へ奨学金を貸与 

・ 「過疎・離島枠」「ＵＩターン枠」「助産師枠」（Ｒ８貸与枠計５０名） 

② 看護師資格取得を希望する准看護師養成所の学生へ奨学金を貸与 
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③ 看護学生等を対象とした中山間地域・離島の医療施設見学ツアーを実施 

④ 病院が行う看護職員等確保の取組を支援 

⑶ 離職防止・再就業促進                                            128,057千円 

                                                                          《内111,930千円》 

① 県ナースセンターを指定して無料職業紹介等を実施 

② 新人看護職員の合同卒後研修、教育担当者研修を実施 

③ 民間病院の院内保育所運営費に対する支援 

④ 専任のコーディネーターを新たに配置し、働きやすい職場環境づくりに取り組む病院を支援 

新⑤ 業務負担軽減のために病院が行う看護ＤＸ推進に要する経費を支援 

⑷ 資質向上                                                                  83,603千円 

                                                                               《内61,967千円》 

① 管理者研修、リーダー研修等の実施 

② 中堅看護職員の研修受講経費を支援 

③ 医療施設間での助産師の出向・受入れを支援 

④ 医師等の判断を待たずに一定の診療の補助ができる看護師の研修機関を設置 

⑤ 認定看護師教育課程の開講 

⑥ 「訪問看護支援センター」を設置し、訪問看護師の確保・育成等を総合的に実施 

 

 ３ 地域医療提供体制構築事業                                    867,594千円（1,290,903千円） 

                                                            《内572,036千円》（《内777,528千円》） 

◆ 医療提供体制の維持・強化のために必要な施設・設備の整備を支援するとともに、地域包括ケア病床への転換など、各医療圏域で合意が 

得られた医療機関間の機能分担・連携に対する支援等を行う。 

⑴ 医療機能の確保・充実のための施設設備整備の支援 

⑵ 救急や周産期など圏域唯一の機能を担う病院の維持に必要な設備整備の支援 

⑶ 病床機能転換等に伴う施設設備整備、人材確保の支援 

⑷ 医療機能の分化・連携を推進する取組への支援 

⑸ 勤務医等の働き方改革に向けた体制整備の支援 
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 ４ 在宅医療の推進事業                                                     158,388千円（163,137千円） 

                                                               《内158,388千円》（《内163,137千円》） 

◆ 地域包括ケアシステム推進のため、訪問診療や訪問看護を行う医療機関への支援を行い、在宅医療の充実を図る。 

⑴ 条件不利地域で在宅医療を行う病院や訪問看護ステーション等の運営を支援 

⑵ 訪問診療用機器・車両等の整備を行う診療所等を支援 

⑶ 在宅医療に係る関係機関の連携を推進するための取組や研修の実施等を支援 

⑷ 病床機能の転換や在宅医療を推進するため、病院・行政等との調整を行う人材を配置 

⑸ しまね医療情報ネットワーク（まめネット）を活用した在宅医療の推進に資する情報連携のモデル的取組を支援 

 

 ５ 医療介護連携ＩＴシステム構築支援事業                                   238,262千円（241,125千円） 

                                                             《内208,294千円》（《内210,911千円》） 

◆ 地域包括ケアシステム推進のため、県内の医療機関の役割分担と連携促進を図り、医療の質の向上と在宅医療を推進するための情報基盤整

備を行う。 

⑴ しまね医療情報ネットワーク（まめネット）基盤の整備・運営の支援、連携アプリケーション開発、医療機関向けの改修の支援 

 

 ６ 救急医療体制の整備                                      599,238千円（473,813千円） 

                                             うち補正77,192千円 

◆ 救急医療の確保・充実のため、ドクターヘリの運航により患者搬送体制の強化を図るとともに、小児救急医療体制の充実及び小児救急に従

事する医療者の養成・確保を図る。 

⑴ ドクターヘリの運航 

⑵ ドクターヘリ中国５県広域連携負担金 

⑶ 島根大学医学部附属病院に設置されている地域小児救命救急センターの運営を支援 
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 ７ へき地等の医療機関を支援する事業                                  164,000千円（164,000千円） 

◆ へき地医療の確保を図るため、へき地医療の重要な役割を担っている医療機関の運営に要する経費を支援する。 

⑴ 特に医療サービスが不足している中山間地域（重点支援地区）において、地域医療拠点病院が新たに実施する無医地区等における巡回診

療等の取組を支援 

⑵ へき地診療所の運営に必要な経費の一部を支援 

⑶ 医療機関の設備整備について、中山間地域における医療サービスを確保及び維持するため、重点支援地区において無医地区等を支援する

小規模の地域医療拠点病院を重点的に支援 

 

 ８ 医療機関等への物価高騰対策支援事業                                         523,908千円（385,182千円） 

うち補正523,908千円 

◆ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている医療機関等に対して、光熱費及び食材料費を支援する。 

 

 ９ 医療・介護等支援パッケージ（医療分野）                                     421,218千円（0千円） 

                                                            うち補正421,218千円 

◆ 地域に必要な医療提供体制の確保を図るため、生産性向上に率先して取り組む病院への支援や、現下の物価高騰を含む経済状況の変化によ

り、地域医療構想の推進のための施設整備等が困難となっている医療機関を支援する。 

新⑴ 業務効率化や職場環境改善などの生産性向上の取組を進める病院に対し、ＩＣＴ機器の導入等を支援 

⑵ 経済状況の変化により、施設整備等が困難となっている医療機関に対し、施設整備を進めるために必要な経費を支援 

⑶ 出生数・患者数の減少等を踏まえ産科・小児科を支援 
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主要事業の概要（健康推進課関係） 
 

 

 １ 妊娠・出産・子育てへの支援                                1,258,049 千円（1,268,384 千円） 

◆ 子どもを産み育てたいと望む夫婦が安心して妊娠・出産・子育てができるようにするため、妊娠、周産期や小児・思春期を通

じた親と子の心と身体の健康づくりを推進するとともに、市町村での切れ目ない相談・支援体制づくりを支援する。 

⑴ しまね産前・産後安心サポート事業                          14,100 千円（12,200 千円） 

・ 産前・産後の妊産婦への育児・家事支援を実施する市町村を支援 

・ 産後の専門的ケアの充実に取り組む市町村を支援 

⑵ 母と子の健康支援事業                                 5,241 千円（8,491 千円） 

・ 長期療養児等の健全育成及び自立促進を図るため、訪問等による相談支援事業を実施 

・ 県内の母子保健従事者の資質向上のため検討会や研修会などを実施 

⑶ お産あんしんネットワーク事業                             97,732 千円（103,282 千円） 

・ 妊娠から新生児期に対する高度専門的な医療を提供する周産期医療体制の整備 

拡・ 妊産婦等への交通費等の支援を実施 

⑷ 不妊治療支援事業                                  27,883 千円（28,117 千円） 

① 不妊に悩む夫婦等の不妊治療への参加を支援するため、治療費等に係る費用を助成 

・ 令和４年度から公的医療保険の対象となった不妊治療について、保険適用とならない治療のうち先進医療として実施さ 

れる治療に要する費用の一部を助成 

・ 早期からの不妊治療を促進するために男性の不妊検査費用を助成 

・ 不育症の検査に要する費用を助成 

・ がん治療等により妊孕性が損なわれる可能性のある患者に対し、妊孕性温存療法等に要する費用を助成 
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② 妊娠・出産等相談事業を実施 

    ・ 不妊や不育に悩む方、これから子どもを望む方への相談体制を強化 

   ・ 妊娠・出産に関する知識の啓発や妊娠前からの健康管理に関する研修会を実施 

⑸ 子ども医療費助成制度                                   600,000 千円（550,000 千円） 

・ 小中学生を対象とした医療費助成への補助を実施することで、市町村の財源確保を後押しし、県内全域で医療費助成の対象 

年齢を１８歳（高校生等）まで拡充するなど子育て支援を推進 

⑹ 乳幼児等医療費助成事業                               513,093 千円（566,294 千円） 

・ 小学校就学前の乳幼児等を対象に、自己負担を１割に軽減し、さらに負担上限額を超える額を助成 

（上限額：入院 2,000 円、外来 1,000 円、薬局無料） 

 

 ２ 健康寿命の延伸                                       49,435 千円（50,212 千円） 

⑴ しまね健康寿命延伸プロジェクト事業                                 14,364 千円（17,195 千円） 

健康寿命の更なる延伸を図るため、県民自らが健康づくりに取り組めるような環境整備を推進 

① 健康寿命延伸プロジェクト推進事業 

・ 健康寿命延伸プロジェクト推進本部会議において、部局横断的な取組を推進 

・ 県民への効果的な広報・啓発 

② 健康寿命延伸強化事業 

・ 市町村と連携し公民館等を拠点とした、地域における住民主体による健康づくり活動の推進 

・ 地域で健康づくりの取組を牽引する人材の育成 

   ③ 働き盛り世代の健康づくり強化事業 

    ・ 職域保健関係機関や健康づくり関連団体と連携した情報発信と健康づくりに取り組む機会の提供 

   ④ 健康な食環境づくり事業 

・ 県立大学、県栄養士会、スーパー・飲食店等との連携による減塩等の健康に配慮した商品やメニューの認定制度による 

食を通じた自然に健康になれる環境づくりの推進 

・ 職能団体や地域の食育推進団体と連携した情報発信 

⑵ 健康長寿しまね推進事業                                                    8,567 千円（7,632 千円） 

健康長寿しまね推進計画（第三次）により、関係機関・団体、行政が一体となり、県民の健康づくりを推進 
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⑶ ８０歳２０本の歯推進事業                                               5,238 千円（7,375 千円） 

第３次島根県歯と口腔の健康づくり計画により、関係機関と連携した歯科保健活動を推進 

⑷ 食育推進基盤整備事業                                                 11,136 千円（10,224 千円） 

島根県食育推進計画第四次計画により、健康な食生活が実践できるよう推進 

⑸ 生活習慣病予防の推進                                                  10,130 千円（7,786 千円） 

糖尿病や循環器病など生活習慣病の予防や早期発見、重症化予防を推進 

① 糖尿病対策連携推進事業 

・ 地域特性に応じた糖尿病発症予防と重症化予防の啓発、体制整備、市町村支援 

② 循環器病対策推進事業 

・ 島根県循環器病対策推進計画に基づく施策の推進 

新・ 島根県脳卒中・心臓病等総合支援センターの運営を支援 

③ 地域・職域連携健康づくり推進事業 

・ 働き盛り世代からの生活習慣病予防を目指し、事業所の健康づくり・健康経営の取組を支援 

④ たばこ対策推進事業 

・ 第５次島根県たばこ対策指針により、「２０歳未満の者の喫煙防止」「受動喫煙防止」「禁煙サポート」「普及啓発」 

を推進 

 

 ３ 各種医療費助成制度                                    1,724,582 千円（1,669,659 千円） 

⑴ 難病対策・小児慢性特定疾病対策事業                          1,643,572 千円（1,585,910 千円） 

難病患者及び小児慢性特定疾病患者に対して自己負担上限額を設けて医療費を助成 

⑵ 肝炎医療費助成事業                                  81,010 千円（83,749 千円） 

Ｂ型・Ｃ型肝炎治療に係る医療費、肝がん及び重度肝硬変の入院又は肝がんの通院医療費（条件あり）について、自己負担 

上限額を設けて助成 

 

 ４ 国民健康保険・後期高齢者医療支援事業等  

⑴ 国民健康保険支援事業（一般会計）                ※７と一部重複 5,052,597 千円（5,211,666 千円） 

国民健康保険制度の安定運営のため、法に基づいた各種支援策を講じる。 
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① 保険基盤安定等負担金（事業主体：市町村） 

・ 低所得者の保険料（税）の軽減相当額及び軽減世帯数に応じた平均保険料（税）額、未就学児に係る均等割保険料（税） 

の軽減相当額並びに出産被保険者に係る産前産後期間相当分の保険料（税）の免除相当額の一定割合を補填 

② 国民健康保険特別会計繰出金 

・ 法に基づく県負担分及び事業運営に要する費用 

⑵ 後期高齢者医療支援事業                                       13,112,881 千円（12,464,048 千円） 

後期高齢者医療制度の安定運営のため、法に基づいた各種支援策を講じる。 

① 医療給付費負担金（事業主体：後期高齢者医療広域連合） 

・ 医療給付費の一定割合を負担 

② 保険基盤安定負担金（事業主体：市町村） 

・ 低所得者等の保険料の軽減相当額の一定割合を補填 

 

 ５ ハンセン病療養所入所者等支援事業                               2,530 千円（2,533 千円） 

◆ 島根県藤楓協会と協力して、ハンセン病療養所入所者との交流を図るとともに、ハンセン病に関する正しい知識の普及啓発を行

い、偏見・差別の解消を目指す。 

 

 ６ がん対策の推進                                          78,618千円（76,768千円） 

◆ がん予防・がん検診の充実、がん医療の向上、がん患者・家族支援の３本柱で総合的かつ効果的ながん対策を推進する。 

⑴ 科学的根拠に基づくがん検診受診の充実促進                           3,483 千円（5,369 千円） 

・ 医師や市町村担当者等を対象としたがん検診従事者講習会を開催 

   ・ 働き盛り世代のがん検診普及啓発事業を実施 

⑵ がん医療水準の向上                                    37,400 千円（38,060 千円） 

・ がん診療連携拠点病院等への補助 

・ がん情報提供促進病院へがん医療資質向上に係る研修会を委託 

⑶ 緩和ケアの推進                                       1,829 千円（1,262 千円） 

・ 圏域ごとの緩和ケアネットワーク活動を支援 

・ がん情報提供促進病院における苦痛のスクリーニング実施を支援 
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⑷ がん患者家族への支援                                   12,655 千円（11,528 千円） 

・ がん診療連携拠点病院等の相談員研修の実施 

・ がん患者の社会参加支援のため、ウィッグ等購入費を助成 

・ 定期予防接種の再接種費用を助成する市町村に対し、費用の一部を補助 

⑸ がん教育の推進                                     11,393 千円（9,173 千円） 

・ 学校へ医師やがん経験者等の外部講師を派遣 

・ 健康経営に取り組む事業所を「しまね☆まめなカンパニー」として認定 

 

 ７ 特別会計 国民健康保険財政運営事業                        60,086,094 千円（61,061,070 千円） 

◆ 国民健康保険の財政運営の責任主体として、特別会計を設置したうえで国民健康保険財政を運営する。 
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主要事業の概要（高齢者福祉課関係） 
 

《  》は医療介護総合確保基金計画事業の内数 

 １ 地域包括ケア推進事業                                    8,200 千円（8,200 千円） 

◆ 医療、介護、予防等のサービスを切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」の実現に向け、県内各圏域において、市町村の

取組を支援する。 

  ⑴ 保健所による市町村の取組支援 

  ⑵ 県全体の体制整備（関係機関連絡会議、担当者会議、研修会等の開催） 

 

 ２ 高齢者介護予防推進事業                                 761,520 千円（744,083 千円） 

◆ 市町村における介護予防事業の実施等の取組を支援するため、地域支援事業交付金を交付する。 

⑴ 総合事業  ：県 12.5% 市町村 12.5% 国 25% 保険料 50% 

⑵ その他の事業：県19.25% 市町村 19.25% 国 38.5% 保険料 23% 

 
 ３ 認知症施策推進事業                                   120,267 千円（116,422 千円） 

《内 35,820千円》（《内 35,158 千円》） 

◆ 認知症に関する正しい知識と理解に基づく支援につながるよう、総合的かつ継続的な支援体制を確立する。 

⑴ 地域における認知症の方への支援体制の充実  

① 認知症疾患医療センター（基幹型、地域型、連携型）の運営 

② 早期診断・早期対応のための人材育成 

③ 認知症コールセンター、若年性認知症相談支援センターの設置・運営 

⑵ 介護指導者及び介護従事者を対象とした認知症介護研修の実施 
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 ４ 介護給付費等負担金                                12,177,277 千円（12,182,939 千円） 

◆ 介護（予防）給付費及び第１号保険料の軽減に係る県負担金 

⑴ 介護保険法に基づく介護給付費及び介護予防給付費の県負担金           12,001,147 千円 

・ 負担割合：県 12.5% 市町村 12.5% 国 25% 保険料 50% 

ただし、施設等に係る給付分については、県17.5% 国 20% 

⑵ 低所得者の第１号保険料の軽減強化に係る県負担金                 176,130 千円 

 

 ５ 介護施設等整備推進事業                               695,681 千円 （1,177,231 千円） 

  《内 436,918 千円》（《内 552,023千円》） 

                                             うち補正 39,013 千円 

◆ 第９期介護保険事業計画に基づき介護施設の整備及び開設準備を進める。 

⑴ 介護施設等の整備に関する事業                          436,918 千円 

《内 436,918千円》 

① 地域密着型サービス施設等の整備への助成 

・ 看護小規模多機能型居宅介護事業所 １施設 

・ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 １施設 

・ 認知症高齢者グループホーム １施設 

・ 特別養護老人ホーム（多床室）のプライバシー保護のための改修 ９７床 

② 介護施設（広域型を含む）の開設準備経費等への支援 

・ 開設等予定  看護小規模多機能型居宅介護事業所 等 ３箇所 

・ 介護職員の宿舎施設整備事業 ３箇所 

⑵ 広域型特別養護老人ホーム等の整備への助成                      111,750 千円 

・ 介護サービスの再編を伴う改築 １箇所 

⑶ 高齢者施設等の防災・減災対策への助成                      147,013 千円 

① 非常用自家発電設備整備への助成 

新② 非常用自家発電設備の整備等と一体的に行う大規模修繕等への助成 
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 ６ 介護人材確保対策事業                                     776,824 千円 （1,030,830 千円） 

  《内 170,530千円》（《内 218,584千円》） 

                                         うち補正 581,421 千円 

◆ 介護の仕事のイメージアップ、多様な人材の確保・育成、人材の定着、介護現場革新を柱に取組を進める。 

⑴ 介護や介護の仕事に関する普及啓発イベントを関係機関と共同で開催 

⑵ 介護人材の確保、定着に取り組む市町村及び保険者の支援 

⑶ 訪問看護ステーションによる訪問看護師の育成支援、病院から訪問看護ステーションへの出向研修支援 

⑷ 「訪問看護支援センター」を設置し、訪問看護師の育成・確保等を総合的に実施 

⑸ 在宅医療・介護連携を進めるための研修会や圏域ごとの検討会を実施 

⑹ 介護事業所におけるインターンシップモデル事業の実施 

 ⑺ 介護施設等が行う外国人介護人材の受入環境の整備や留学生への奨学金貸与等の取組を支援 

⑻ 外国人介護人材の受入れに係る初期費用を支援 

⑼ 人材育成や処遇・職場環境の改善に取り組む事業者の宣言制度を運営 

拡⑽ 訪問介護等事業所の人材確保体制の構築や経営改善、地域の体制づくりに向けた取組を支援 

⑾ 介護現場の周辺業務を担う介護助手の導入に係るＯＪＴ研修の支援 

⑿ 業務環境改善のための介護ロボットやＩＣＴ導入への支援 

⒀ 介護現場の生産性向上や人材確保に関する相談窓口の運営 

新⒁ 外国人介護人材及び受入事業所を対象に、円滑な就労・定着を図るための集合研修を実施 

 

 ７ 保険者機能強化推進事業                                  27,841 千円（26,556 千円） 

◆ 高齢者の自立支援・重度化防止等に向けて、地域の現状分析や課題把握のための調査研究等を実施し、市町村がより効果的な取

組を行えるよう支援する。 

 

 ８ 元気高齢者対策                                      89,236 千円（94,574 千円） 

◆ 元気な高齢者が地域の担い手となって、積極的に活動できる仕組みづくりを進める。 

⑴ くにびき学園の運営や全国ねんりんピックへの選手派遣を支援             48,809 千円 

⑵ 島根県老人クラブ連合会及び市町村老人クラブ連合会の活動を支援           40,427 千円 
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 ９ 旧軍人及び未帰還者等援護事業                                  28,282 千円（29,463 千円） 

◆ 旧軍人軍属、戦傷病者及び戦没者遺族等に対し恩給や各種給付金等の支給、療養給付等の援護を行う。また、中国残留邦人等帰

国者の自立及び定着を支援する。 

 

 10 高齢者施設等への物価高騰対策支援事業                                                  397,636 千円（341,688 千円） 

うち補正 397,636 千円 

◆ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている高齢者施設等を支援する。 

⑴ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている高齢者施設等に対して、光熱費及び食材料費を支援  

                                                277,836 千円 

拡⑵ エネルギー価格高騰の影響を受けている社会福祉法人等が取り組むエネルギーコスト削減効果が高い設備 

投資等への支援について、助成上限額を引き上げた上で、既に支援を活用した社会福祉法人等も含め、改め 

て支援                                         119,800 千円 

    ［負担割合］県 1/2・事業者 1/2                         

    ［助成額］20～200万円 → 20～300 万円 

24



 

 

主要事業の概要（青少年家庭課関係） 
 
 １ 子どもと家庭の相談事業                                  34,421 千円（32,844 千円） 

◆ 児童及び児童のいる家庭が身近なところで相談できる体制を整備 

⑴ 児童相談所の体制整備 

① 児童相談所への弁護士、保健師等の配置 

② 弁護士、児童福祉司、児童心理司等の専門性強化のための研修の実施 

③ 児童虐待防止対策強化のための広報啓発 

⑵ 市町村相談体制強化のための研修の実施   

⑶ 子どもと家庭電話相談事業 

⑷ ヤングケアラー支援体制強化事業 

 ① 関係機関職員等を対象とした研修会の開催 

 ② オンラインサロン（ヤングケアラーの悩みごと相談やレスパイトの場）を運営する民間団体の活動を支援 

 

 ２ 出雲児童相談所移転・新築事業                             1,323,220 千円（332,313 千円） 

◆ 児童の処遇環境の改善、施設の狭隘化の解消のため、施設の移転・新築を実施 

⑴ 整備概要 

   ① 定員      １５名（一時保護定員） 

   ② 整備場所  元交通機動隊簸川訓練場（出雲市斐川町神氷） 

   ③ 整備内容  一時保護所：児童の居室の男女混合処遇解消及び個室化の推進、学習室等の整備 

管理棟：相談室及び執務スペースの不足の解消 

   ④ 全体事業費 約 17.4 億円 

   ⑤ 事業期間  令和５～９年度 
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  ⑵ 整備スケジュール等 

    令和５～６年度 地質調査、基本設計、実施設計、工損事前調査 

    令和７～８年度 工損事前調査、建設工事、移転 

    令和９年度   供用開始、工損事後調査 

  ⑶ 令和８年度事業内容 

    建設工事、移転 

 

 ３ 社会的養育の推進                                  1,826,968 千円（1,515,631 千円） 

◆ 家庭で生活することが困難な子どもを、里親や児童養護施設などで社会的に保護し、養育する 

⑴ 施設入所児童支援事業 

① 児童養護施設、乳児院等への措置費 

② 児童養護施設等入所児童の自立支援、環境改善 

新③ 児童養護施設等の体制強化を支援 

④ 進学や就職を行う児童養護施設退所者等への貸付事業実施団体に補助 

新⑤ 退所前の生活技能習得支援、対象者同士の交流等を促進 

⑵ 里親委託推進事業 

① 里親措置費 

② 里親の登録、育成 

③ 里親制度の普及啓発、里親・里子間の相互交流支援  

④ 里親支援センター運営費 

⑶ 児童養護施設等整備事業 

① 児童養護施設のケア形態の小規模化を図るための改築整備 

② 里親宅等の改修や備品購入等を支援 

 

 ４ ひとり親家庭自立支援事業                                19,586 千円（17,938 千円） 

◆ ひとり親家庭等の自立を促進するため、子育て・生活への支援や、就業・経済的な支援などを実施 
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⑴ ひとり親家庭学習支援 

① ひとり親家庭の子どもに対し、学習支援事業を実施する市町村を支援  

［助成率］国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 

⑵ ひとり親家庭等自立支援事業 

① ひとり親家庭等に対する各種相談、日常生活支援を実施 

② ひとり親家庭の親と子に対して、就職に有利となる資格取得のための講習会や併せて就労相談等を開催し、安定した就労 

に結び付くよう、きめ細かな就労支援を実施 

③ ひとり親家庭等に対し、養育費の取り決めに係る公正証書作成費用等を補助 

  ⑶ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 

① 高等職業訓練促進給付金を活用して就職に有利な資格取得を目指すひとり親家庭の親への貸付事業を行う団体に補助 

② 生活の安定を目指すひとり親家庭の親への就業等を条件に返還を免除する住宅支援資金貸付事業を行う団体に補助 

新⑷ 全国ひとり親世帯等調査事業 

① ひとり親世帯等の生活の実態を把握し福祉施策の充実を図るため国から委託を受けて実態調査を実施（Ｒ８限り（概ね５ 

年ごとに実施）） 

 

 ５ 困難を有する子ども・若者支援事業                             16,775 千円（16,557 千円） 

◆ ひきこもりや不登校、発達障がいなど、社会生活を営む上で様々な困難を有する子どもや若者の自立につながる市町村の取組 

を支援 

  ⑴ 子ども若者自立支援総合推進事業 

① 就労体験を受け入れる事業所の開拓や関係機関との連携強化などの取組を行う市町村を支援  

［助成率］1/2 

② 圏域における支援拠点として、居場所の確保や社会・就労体験など社会とのつながりを回復させる取組を行う市町村を支 

援             

［助成率］1/2 

⑵ 県地域協議会運営事業 

① 子ども・若者支援機関の相互理解と連携強化の促進 
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 ６ 女性保護事業                                      121,976 千円（114,620 千円） 

◆ 様々な問題を抱える女性への相談活動やＤＶ（配偶者等からの暴力）被害者等を一時保護し、問題解決に向けて支援 

⑴ 女性相談事業 

①  女性相談センター等に女性相談支援員等を配置し、広く女性相談を実施 

②  県民への啓発活動や適切な相談実施のための研修会等を開催 

⑵ 性暴力被害者支援センター事業 

① 女性相談センターが中心となり、関係機関と連携して被害者を支援 

   ② 民間支援団体と連携し、夜間休日の支援体制を強化 

③ 男性・男児の性暴力被害者支援相談窓口を開設し、相談支援を実施 

新④ 性暴力被害者支援センターと協力医療機関等の機能強化、連携を図るための会議を開催 

⑶ ＤＶ被害者等保護事業 

① ＤＶ被害者等を一時保護所等において保護 

② ＤＶ被害者の自立に向けた支援を実施 

⑷ 女性のつながりサポート相談事業 

① 困難や不安を抱える女性に寄り添った支援を行うため、ＮＰＯ等の民間団体の知見を活用したきめ細かな相談支援を実施 

 

７ 児童福祉施設等への物価高騰対策支援事業                            15,566 千円（9,909 千円） 

                                           うち補正 15,566 千円 

◆ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている児童福祉施設等を支援 

  ⑴ エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている児童福祉施設等に対して、光熱費及び食材料費を支援 

 拡⑵ エネルギー価格高騰の影響を受けている児童福祉施設等の事業者が取り組むエネルギーコスト削減効果が高い設備投資等へ

の支援について、助成上限額を引き上げた上で、既に支援を活用した児童福祉施設等も含め、改めて支援 

    ［負担割合］県 1/2・事業者 1/2 

    ［助成額］20～200万円 → 20～300 万円 

28



 

 

 

主要事業の概要（子ども・子育て支援課関係） 
 

 １ 結婚支援事業                                      205,475 千円（187,351 千円） 

◆ 縁結びボランティア「はぴこ」、しまねコンピューターマッチングシステム「しまコ」による結婚支援や市町村と連携した総合 

的な結婚支援、しまね縁結びサポート企業等の支援強化を実施 

⑴ 市町村の結婚支援の取組支援 

結婚支援体制の充実、広域化に加え、しまね縁結びサポートセンター事業への登録、活用等に向けた取組を支援 

⑵ しまね縁結びサポートセンター事業 

県内２か所に設置した「しまね縁結びサポートセンター」で、独身者の縁結びをサポート 

   ① 縁結びボランティア「はぴこ」の活動支援 

② 「しまコ」の利用拡大に向け、登録料を女性は無料、男性は半額に期間限定で引下げ 

拡③ しまコ登録手続きの簡素化及び利便性向上に向けたシステム改修の実施 

⑶ 県が実施する結婚支援事業 

    市町村等の連携強化や事業の広域展開を実施 

   ① しまね結婚支援施策推進会議、圏域別ブロック会議の開催 

② 県、市町村及び企業等が行う結婚支援に係る連携を強化する「結婚支援コンシェルジュ事業」を実施 

③ 県内広域イベントの開催 

④ メタバース婚活イベントの実施 

⑷ しまね縁結びサポート企業等支援強化事業 

社会全体で結婚を希望する独身男女を応援するため、企業等と連携した独身従業員への結婚支援の取組を推進 

① 企業等の管理監督者等向け研修会の開催 

② しまね縁結びサポート企業が独自に実施する取組を支援 

29



 

⑸ 未来デザイン事業 

子ども、学生、社会人など世代に応じて、結婚・妊娠・出産・子育てについての知識を得たり、将来のライフイベントを考え 

る講座を実施 

 

 ２ 結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援事業                     161,336 千円（185,582 千円） 

◆ 結婚・妊娠・出産・子育てに負担感や不安を抱えている多くの若い世代が、安心して結婚・妊娠・出産・子育てできるよう妊娠 

期から子育て期まで切れ目ない支援体制を構築 

⑴ しまね結婚・子育て市町村交付金 

出生数を増やすために市町村が取り組む「結婚支援」「妊娠・出産支援」「子育て支援」等の経費の一部を支援 

 

 ３ 子育てに関する経済負担対応事業                           1,595,574 千円（1,592,564 千円） 

◆ 子育てに関する経済的負担を軽減 

  ⑴ 保育料軽減事業 

    所得の低い世帯等における３歳未満の第１子、第２子や多子世帯における３歳未満の第３子以降の保育料を軽減する市町村

を支援 

  ⑵ 児童手当交付事業 

    市町村が受給者に支給する児童手当の県負担分を交付 

 

 ４ 保育所等運営支援事業                                6,435,442 千円（6,690,130 千円） 

                                       

◆ 私立保育所、認定こども園等が質・量ともに充実した保育サービスを提供できるよう運営に係る費用を支援するとともに、保育 

人材の確保等に向けた取組を実施 

⑴ 保育所等運営支援事業      

多様な保育・教育を受けることができるよう「適切な量の確保」と「質の向上」に向け、保育所等へ運営費を給付 

［負担割合］国 1/2・県 1/4・市町村 1/4 他 
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⑵ 小規模民間保育所運営対策事業 

中山間地域・離島の保育環境を維持するため、定員割れが生じている小規模な保育所（利用定員２０人）の運営費を支援 

⑶ 保育士の確保・定着支援事業 

保育環境の充実を図るため、保育士の確保・定着に向けた取組を推進 

① 保育士養成施設の学生を対象とした修学資金等の貸付 

② 自宅からの通学が難しい地域の出身学生が県内の保育士養成施設に進学する際の家賃を貸付 

③ 保育士等の採用が困難な保育所等を支援するため、人材派遣会社等と連携し、保育士等の人材確保を推進 

④ 保育所の職員等を対象とした、働きやすい職場づくりに関するセミナー等の実施 

   ⑤ 将来の職業の選択肢の一つとして保育士を選んでもらえるよう、小中高生を対象に仕事体験等の保育士の仕事を知る機会 

を設け、保育士の魅力向上・発信を推進 

   ⑥ 保育所等における不適切な保育等の防止を図るため、対策協議会を運営 

 

 ５ 地域の子育て支援事業                                  753,497 千円（717,838 千円） 

                                           うち補正 6,759 千円 

◆ 保育施設を利用する子どもの家庭だけでなく、在宅の子育て家庭を含む全ての家庭及び子どもを対象とした支援を実施 

⑴ 地域の子育て支援事業     

一時預かり事業、延長保育事業等に要する経費の県負担分を市町村へ助成 

［負担割合］国1/3・県1/3・市町村1/3 他 

⑵ しまねすくすく子育て支援事業 

交付金（メニュー方式）により、国庫補助の対象とならない小規模な保育や既存制度では対応できない子育て家庭のニーズ 

に対する市町村の取組を県単独で支援 

 

 ６ 放課後児童クラブ支援事業                               1,047,441千円（1,076,744千円） 

                                           うち補正 4,950 千円 

◆ 放課後児童クラブ（以下「クラブ」と略）の待機児童解消や利用時間延長に向けた取組に加え、児童がクラブで充実した時間を 

過ごすための環境整備を支援 
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⑴ 運営支援 

クラブの運営や環境整備、支援員等の処遇改善などに要する経費の県負担分を市町村へ支援 

⑵ 待機児童対策 

① 利用定員を増やす場合に必要な運営費や改修等の経費の一部を支援 

※ 利用時間延長を実施する場合の改修費等の補助基準額を加算 

② 国の補助制度と協調し、市町村、社会福祉法人等が行うクラブの施設整備費の一部を支援 

③ 保育所等による放課後児童預かりに必要な経費の一部を支援 

⑶ 長期休業一時預かり事業 

夏休み等長期休業期間中の一時預かりの実施に必要な経費の一部を支援 

⑷ 利用時間延長対策 

クラブが閉所する時間を平日１９時以降、夏休み期間中等の長期休業期間中に開所する時間を７時３０分以前とするために

必要な人件費の一部を支援 

⑸ 機能向上事業 

① 体験等の主体的な遊びの実施や学習習慣の定着に資する取組等に必要な経費の一部を支援 

② 市町村の圏域担当者会議やクラブの集合研修・情報共有会等を実施 

③ クラブへの巡回支援等を行う「放課後児童支援スーパーバイザー」を配置 

⑹ 放課後児童支援員等確保対策 

① 放課後児童支援員認定資格研修の拡充を継続 

② 放課後児童支援員等の資質向上のための研修会を実施 

③ クラブの従事年数の短い職員等を対象とした初任者研修を実施 

④ 市町村や大学、シルバー人材センター、人材派遣会社等と連携し、不足している放課後児童支援員等の確保対策を実施 

 

 ７ 保育施設等への物価高騰対策支援事業   

22,785 千円（17,631 千円） 

                                           うち補正 22,785 千円 

◆ エネルギー価格高騰の影響を受けている保育施設等に対して、光熱費を支援 
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主要事業の概要（障がい福祉課関係） 
 

 １ こどものきこえサポートセンター運営事業                          7,474 千円（0千円） 

新◆ 難聴児を早期に発見し、適切な支援を実施することにより、自立した生活を送るうえで必要な言語・コミュニケーション手段

の獲得につなげるため、保健・医療・福祉・教育の各分野の連携の下、難聴児支援の中核となる「こどものきこえサポートセンタ

ー」を設置し、難聴児とその家族に対し適切な支援を提供する。 

 ⑴ 難聴児の実態把握 

  ・ 市町村が把握する聴覚検査の結果を集約し、情報を一元管理 

 ⑵ 相談支援 

  ・ センター内に相談窓口を設置し、コーディネーター（言語聴覚士）による相談支援のほか、出張相談や施設訪問を実施 

 ⑶ 保護者支援 

  ・ 保護者支援のため、親子交流会・学習会を開催 

 ⑷ 支援者向け研修会の開催 

  ・ 関係機関の支援者を対象に、専門性向上を図る研修を開催 

 ⑸ 関係機関との連携強化 

  ・ 支援状況の共有等を目的に、関係機関との支援者会議を開催 

 

 ２ 障がい者サポート体制強化事業                              168,423 千円（161,609 千円） 

◆ 視聴覚障がい者に対する各種支援や相談等の事業を実施している施設について、ＩＣＴ機器等の活用を支援する総合的なサー

ビス拠点の設置や、歩行訓練を含む生活訓練に適時対応するための人員を配置し、サポート体制の強化を図る。 

  【松江】ライトハウスライブラリー（視覚）、島根県聴覚障害者情報センター（聴覚） 

  【浜田】島根県西部視聴覚障害者情報センター（視聴覚） 
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⑴ 総合的なサービス拠点（ＩＣＴサポートセンター）の設置 

・ ＩＣＴ機器の相談対応を行う専属職員を配置 

・ 障がい者に対するＩＣＴ機器の紹介や貸出、利用に係る相談に適時対応 

⑵ 歩行訓練体制の確保 

 ・ 訓練士が訓練に専念できる体制を確保し、歩行訓練を含めた生活訓練等を実施 

 

 ３ 障がいを理由とする差別解消推進事業                            11,523 千円（10,527 千円） 

◆ 障がいを理由とする差別の解消に向けた取組を推進する。 

⑴ 「あいサポート運動」による普及啓発 

   ・ 研修講師（メッセンジャー）の養成研修の実施 

・ 企業等に対するあいサポート企業・団体の認定 

・ ヘルプマークの普及啓発 

⑵ 相談体制の整備 

   ・ 相談対応のための相談員配置 

・ 相談事案の共有を図るための島根県障がい者差別解消支援地域協議会の運営 

 

 ４ 障がい者就労支援事業                                  201,590 千円（173,217 千円） 

 ◆ 障がい者の就労を通じた自立支援のため、支援拠点を中心に支援ネットワークを構築して就労移行の促進を図るとともに、就労

継続支援事業所の工賃向上に向けた取組を支援する。 

⑴ 障がい者の就労・職場定着の支援 

   ・ 障害者就業・生活支援センターに、障がい者の生活支援を行う生活支援員と、雇用・実習の場の拡大を行う障がい者雇用促

進支援員を配置 

⑵ 企業等への就職に向けたステップアップの場として県庁内にワークセンターを設置 

   ・ 障がい者を７名、支援員を３名配置 
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⑶ 島根県障がい者就労事業振興センターの運営 

   ・ 商品の共同販売、人材育成、アドバイザー派遣等を実施 

   ・ 受注拡大のためのコーディネーターを配置 

 ・ 農業経営者と就労継続支援事業所のマッチングを支援 

⑷ 事業所の工賃向上のために必要な設備整備費用を助成 

拡⑸ 農業の施設外就労を推進するため、農作業等を請け負う事業所を支援 

  ・ 農福連携地域コーディネーターを配置 

・ 農業専門家の派遣 

・ 農作業の新規請負に必要な経費等を支援 

・ 農業体験実習及び高度技術を習得するための技能習得実習を実施 

・ 高度技術を伴う農作業の新規請負に必要な経費等を支援 

 

 ５ 在宅心身障がい児援護事業                                 80,552 千円（78,579 千円） 

 ◆ 重症心身障がい児（者）等の在宅生活を支援する。 

⑴ 巡回等療育支援事業 

   ・ 巡回又は送迎により、重症心身障がい児（者）へのサービスを提供する事業所へ経費を助成 

⑵ サービス基盤整備事業 

   ・ 重症心身障がい児（者）を受け入れるために、看護職員等を雇用する事業所へ経費を助成 

⑶ 医療的ケア児支援体制整備事業 

   ・ 各種サービスや支援を調整するコーディネーターを養成 

⑷ 医療的ケア児支援センター運営事業 

   ・ 広域的・専門的な相談支援を行う医療的ケア児支援センターを運営 

⑸ その他 

   ・ 関係団体への活動支援、支援者研修会の開催 
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 ６ 発達障がい者支援体制整備事業                               116,602千円（112,816千円） 

 ◆ 発達障害者支援センターを中心として発達障がい者をライフステージに応じて支援する。 

⑴ 本人及び家族への支援 

   ・ 本人等への専門的な相談支援、ペアレントメンターの養成、成人期の自立や就労支援のための研修 

⑵ 市町村を中心とした体制整備への支援 

   ・ 地域支援マネジャーによる専門的な指導・助言 

⑶ 発達障がい初診前アセスメント強化事業 

   ・ 医療機関における初診待機期間を短縮するため、心理職による事前問診・検査を実施 

⑷ 人材育成及び県民への普及啓発 

   ・ 保育士や事業所職員等への専門研修、啓発フォーラムの開催 

 

 ７ 子どもの心の診療ネットワーク事業                              24,836千円（22,714千円） 

 ◆ 様々な子どもの心の問題や発達障がい等に対応するため、拠点病院・協力病院を中核とし、各圏域における関係機関の連携体

制を構築する。 

⑴ 相談支援体制強化事業 

   ・ 拠点病院（県立こころの医療センター）に臨床心理士等３名を配置し、各圏域の相談体制を強化 

⑵ 発達障がい等子どもの心の診療対応力向上事業 

   ・ かかりつけ医等を対象にした研修会等の開催 

・ 協力病院（島根大学医学部）に心理職１名を配置し、診療充実に向けた事例検討や受診動向の分析を実施 

 

 ８ 障がい者施設等整備事業                                  215,732千円（430,162千円） 

                                          うち補正 119,331 千円 

 ◆ 障がい福祉施設の施設整備費用やＩＣＴ機器等の導入に係る経費を助成する。 

⑴ 障がい者の自立した地域生活実現のため、住まいの場としてのグループホームや日中活動の場としての通所事業所等の整備 

を支援 
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［箇所数］４か所 

［負担割合］国1/2・県1/4・事業者1/4 

⑵ 障がい福祉サービス事業所等における業務効率化や職員の負担軽減を図るため、ＩＣＴ機器や介護ロボット等の導入に係る 

経費を支援 

［負担割合］国1/2・県1/4・事業者1/4 

 

 ９ ひきこもり支援地域体制整備事業                             13,522 千円（19,070 千円） 

◆ 身近な地域で相談支援を受けることができる体制づくりを進める。 

⑴ 市町村による「ひきこもり地域支援センター」、「ひきこもり支援ステーション」の立ち上げを支援 

［負担割合］国1/2・県1/4・市町村1/4 

 

 10 障がい福祉施設等への物価高騰対策支援事業                          531,693 千円（126,322 千円） 

うち補正 531,693 千円 

◆ 物価高騰の影響を受けている障がい福祉サービス施設等を支援する。 

  ⑴ 光熱費及び食材料費の支援 

エネルギー価格・食材価格高騰の影響を受けている障がい福祉サービス施設等に対して、光熱費及び食材料費を支援 

 拡⑵ エネルギーコスト削減対策支援 

エネルギー価格高騰の影響を受けている社会福祉法人等が取り組むエネルギーコスト削減効果が高い設備投資等への支援に 

ついて、助成上限額を引き上げた上で、既に支援を活用した社会福祉法人等も含め、改めて支援を実施 

    ［負担割合］県 1/2・事業者 1/2 

    ［助成額］20～200万円 → 20～300 万円 

新⑶ サービス継続のための支援 

 物価高騰の影響を受けている障がい福祉サービス事業所等を対象に、必要な障がい福祉サービスを円滑に継続できるよう、訪 

問・送迎の移動経費や災害発生時に必要な設備・備品の購入経費等を支援 
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主要事業の概要（薬事衛生課関係） 

 

※《 》は医療介護総合確保基金計画事業で内数 

 １ 感染症の医療体制整備事業                                333,383 千円（602,702 千円） 

◆ 感染症の患者等の人権を尊重しつつ、良質かつ適切な医療の提供を確保するとともに、感染症に迅速かつ的確に対応するための 

施策を推進 

⑴ 新型インフルエンザ等対策費 

① 新型インフルエンザ等発生時の初動対応や、受入医療機関を確保 

② 発生に備え備蓄している個人防護具等を更新 

⑵ 感染症指定医療機関運営費 

① 感染症患者等への医療を担当する感染症指定医療機関の感染症病床運営費を支援 

② 感染症病床及び結核病床を有する公的病院に対して、病床維持に係る経費を支援 

⑶ 流行初期医療確保措置 

感染症法に基づき、流行初期医療確保措置に関する事務の執行に要する費用（審査支払機関が構築するシステムの運用保守 

経費）を負担 

 

 ２ 感染症予防対策推進事業                                 83,020 千円（84,700 千円） 

◆ 感染症の発生及びまん延を防止するため、感染症発生動向の把握や情報提供、並びに検査等を実施 

⑴ 感染症予防事業 

① 感染症予防従事者への研修等の開催 

② 動物由来感染症対策推進のため、調査研究・啓発活動を実施 
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⑵ 感染症発生動向調査事業 

各医療機関からの患者情報や病原体情報の収集・分析や、その情報提供を実施 

⑶ 感染症流行予測調査事務 

予防接種法に基づく定期接種対象疾病について、集団免疫の現況把握等のため、感染症流行予測調査（日本脳炎、新型コロナ 

ウイルス感染症）を実施 

⑷ 予防接種事故対策費 

予防接種に対する信頼性の確保や接種率の向上のため、予防接種による健康被害者救済に係る給付費を負担 

⑸ 感染に係る相談及び検査事務 

肝炎・梅毒の早期発見・早期治療推進のため、保健所・委託医療機関においてＣ型・Ｂ型肝炎ウイルス検査・梅毒検査を実施 

⑹ 肝がん等重症化予防事業 

肝炎ウイルス陽性者を早期治療につなげ、肝がん等重症化を予防するため、フォローアップ（精密検査・定期検査費用助成） 

等を実施 

⑺ 風しん抗体検査緊急対策事業 

先天性風しん症候群の予防を目的とし、妊娠を希望する女性等に無料抗体検査を実施 

 

 ３ 結核対策推進事業                                      25,757 千円（26,815 千円） 

◆ 我が国の主要な感染症である結核について患者等の人権を尊重しつつ、良質かつ適切な医療の提供を確保するとともに、迅速か 

つ的確に対応するための施策を推進 

⑴ 結核予防事業 

定期健康診断の受診率向上や早期発見に向けた啓発活動を実施 

⑵ 結核医療費公費負担事務 

⑶ 結核に関する健康診断事業 

⑷ 結核適正医療確保事業 

① 結核患者への適正な医療の提供を目的とした感染症診査協議会結核部会を開催 
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② 医療従事者等を対象とした研修会等を開催 

 

 ４ エイズ予防対策推進事業                                   3,621 千円（2,341 千円） 

◆ エイズのまん延防止のため、正しい知識の普及啓発、エイズ相談・検査の実施、研修等の医療機関への支援を実施 

⑴ エイズ対策推進に係る研修・人材養成事業 

エイズ対策を推進するために必要な人材を養成するための研修派遣等を実施 

⑵ エイズの治療拠点病院治療ケア促進事業 

県内の医療機関における治療やカウンセリングの支援を行い、患者の受入体制を整備 

⑶ ＨＩＶ抗体検査及びエイズに関する相談事業 

エイズ相談・検査を実施し、エイズに関する正しい知識の普及啓発を実施 

 

 ５ 食品衛生対策推進事業                                    86,419 千円（81,223 千円） 

◆ 食品衛生法に基づく、許可・監視・検査・指導、食品関係事業者の指導・育成及び消費者に対する食品衛生知識の普及・啓発 

を実施 

⑴ 食品衛生に関する啓発・情報発信事業 

① 研修会や講習会の開催 

② リスクコミュニケーション等を通じた県民への情報発信 

⑵ 食品衛生法等による許可・監視・検査・指導事務 

① 「島根県食品衛生監視指導計画」に基づく監視指導を実施 

② 県内で製造・流通・販売している食品等の食品添加物や残留農薬の検査を実施 

⑶ 食品衛生関係指導・育成事業 

① 食品関係営業施設への巡回指導を実施 

② 食品衛生責任者講習会等を実施 
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 ６ 動物管理等対策事業                                    38,644 千円（39,492 千円） 

 ◆ 動物愛護思想の普及啓発や保健所に収容された動物の譲渡等を実施 

⑴ 県民への動物愛護思想や適正飼育の普及啓発事業 

  ⑵ ボランティアと連携した収容された動物の譲渡事業 

  ⑶ 猫の不妊去勢手術補助事業 

県内に居住する個人に対し、猫の不妊去勢手術に係る費用の一部を助成   

［助成上限額］雄５千円、雌１万円 

 

 ７ 薬剤師確保対策事業                                    18,540 千円（12,765 千円） 

《内 9,075千円》（《内 8,820 千円》） 

 ◆ 中山間地域・離島や小規模病院等における薬剤師不足に対応するため、薬剤師確保を図るための事業を実施 

拡⑴ 薬剤師奨学金返還助成事業 

在学期間中に奨学金の貸与を受け、新たに県内の医療機関・薬局に就業する薬剤師（既卒の薬剤師を含む）に対し、奨学金の 

返還を雇用主と共同で助成 

［助成上限額］医療機関：２万円／月又は４万円／月、薬局：２万円／月  

［助成期間］最長１２年 

  ⑵ 薬剤師確保対策事業 

① 高校生の薬学部進学促進のため、セミナーを開催 

② 薬剤師の県内就業促進のため、就職説明会を開催 

   ③ 高校生に対し、地域枠設置大学の薬学部見学の旅費を支援 

④ 薬学生等に対し、病院薬剤師の就業促進のため、病院見学等の旅費を支援 

   ⑤ 県内就業の魅力や各種支援制度を発信するためのポータルサイトを設置 

 

 ８ 薬局・一般公衆浴場への物価高騰対策支援事業                        41,549 千円（33,244千円） 

                                           うち補正 41,549 千円 

 ◆ エネルギー価格高騰の影響を受けている薬局・一般公衆浴場に対して、光熱費を支援 
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